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あとを絶たない課税ミス
固定資産税の検証ポイントと

対応上の留意点

鳥飼総合法律事務所
弁護士

山田　重則

こ
の
記
事
の
エ
ッ
セ
ン
ス

●固定資産税の金額は、自治体が計算のうえ、納税者に通知をする。しかし、
自治体が計算を誤り、過大徴収となる事案が相次いでいる。
●過大に支払った固定資産税の全額が還付されるとは限らない。還付される期
限はわずか５年にとどまる可能性がある。

●過大徴収の大きな要因は、固定資産の評価ミスである。固定資産の評価は、「固
定資産評価基準」に基づいて行うが、これをミスなく適用するのは非常に難し
い。特に家屋を適正に評価するには、最低でも一級建築士に相当する建築に
関する知見が必要である。

●法人税や消費税の申告の際、税理士の力を借りるように、固定資産税につい
ても外部専門家に助力を仰ぐ必要がある。固定資産税は固定費として発生す
るため、その適正性について納税者自らが検証することも十分検討に値する。

固
定
費
と
し
て
発
生
す
る

固
定
資
産
税

多
く
の
企
業
が
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

感
染
症
の
拡
大
に
よ
り
、
そ
の
業
績
を
悪

化
さ
せ
て
い
る
。
法
人
税
等
の
所
得
に
課

す
税
金
は
、
売
上
の
減
少
と
と
も
に
税
額

も
減
少
す
る
関
係
に
あ
る
が
、
固
定
資
産

税
等
の
資
産
に
課
す
税
金
は
、
売
上
の
減

少
が
税
額
に
影
響
し
な
い
。
中
小
事
業
者

等
に
つ
い
て
は
、
令
和
３
年
度
の
償
却
資

産
お
よ
び
事
業
の
用
に
供
す
る
家
屋
の
固

定
資
産
税
お
よ
び
都
市
計
画
税
の
負
担
が

売
上
の
減
少
に
応
じ
て
２
分
の
１
ま
た
は

０
と
な
る
が（
地
方
税
法
附
則
61
二
）、
こ

の
特
例
は
大
企
業
に
は
適
用
さ
れ
な
い
。

こ
の
よ
う
に
、
固
定
資
産
税
は
基
本
的

に
は
景
気
に
左
右
さ
れ
な
い
た
め
、
長
年
、

自
治
体
の
安
定
的
な
財
源
と
な
っ
て
き
た
。

し
か
し
、
納
税
者
に
と
っ
て
は
業
績
が
悪

化
し
た
際
の
負
担
感
が
大
き
い
。

そ
こ
で
、
本
稿
で
は
、
以
前
か
ら
問
題

と
な
っ
て
い
る
固
定
資
産
税
の
過
大
徴
収

を
テ
ー
マ
と
し
て
取
り
上
げ
、
過
大
徴
収

の
要
因
や
払
い
過
ぎ
た
固
定
資
産
税
の
還

付
の
方
法
に
つ
い
て
解
説
を
行
う
。
本
稿

が
、
固
定
費
と
し
て
発
生
す
る
固
定
資
産

税
に
つ
い
て
あ
ら
た
め
て
考
え
直
す
契
機
と

な
れ
ば
幸
い
で
あ
る
。

相
次
ぐ
固
定
資
産
税
の

課
税
ミ
ス

固
定
資
産
税
は
、
自
治
体
が
納
付
す
べ

き
金
額
を
計
算
し
て
納
税
者
に
通
知
を
す

る
賦
課
課
税
方
式
の
税
金
で
あ
る
。
自
治

体
が
計
算
す
る
以
上
、
誤
り
な
ど
起
こ
り

得
な
い
よ
う
に
も
思
え
る
が
、
実
際
に
は

固
定
資
産
税
の
課
税
ミ
ス
は
相
次
い
で
い

る
。総

務
省
は
平
成
21
年
度
か
ら
平
成
23

年
度
ま
で
の
課
税
ミ
ス
の
件
数
等
を
調

査
し
、
そ
の
結
果
を
公
表
し
た
⑴
。
こ
の

調
査
の
結
果
、
調
査
回
答
に
応
じ
た
１
、

５
９
２
市
町
村
の
う
ち
97
％
の
市
町
村
に

お
い
て
何
ら
か
の
課
税
ミ
ス
が
あ
っ
た

こ
と
が
判
明
し
た
。
ま
た
、
２
０
１
８

年
度
の
東
京
23
区
と
20
政
令
指
定
都
市

（
横
浜
市
と
広
島
市
を
除
く
）の
固
定
資

産
税
の
還
付
実
績（
課
税
ミ
ス
に
よ
り

事
後
に
納
税
者
に
返
還
を
し
た
件
数
）

は
、
14
万
４
、５
０
０
件
、
還
付
合
計

額
は
71
億
８
、８
０
０
万
円
に
上
り
、

２
０
１
４
年
度
以
降
、
還
付
合
計
額
は
毎

年
70
億
円
程
度
で
推
移
し
て
い
る
⑵
。
近

年
、
新
聞
報
道
さ
れ
た
個
別
の
還
付
事
案

は
、
図
表
１
の
と
お
り
で
あ
る
。

⑴　

平
成
24
年
８
月
28
日
付
け
、
総
務
省「
固
定
資
産
税
及

び
都
市
計
画
税
に
係
る
税
額
修
正
の
状
況
調
査
結
果
」

⑵　

平
成
31
年
12
月
２
日
付
け
、
日
本
経
済
新
聞
朝
刊「
固

実  務実  務
解説
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実務解説

課
税
ミ
ス
が
生
じ
た

場
合
の
リ
ス
ク

⑴　

課
税
ミ
ス
の
影
響
は
単

年
度
で
済
ま
な
い 

自
治
体
は
、
毎
年
、
固
定
資
産

税
の
金
額
を
計
算
す
る
際
、
一
か

ら
計
算
す
る
の
で
は
な
く
、
そ
れ

以
前
の
計
算
結
果
、
金
額
を
ベ
ー

ス
に
必
要
な
修
正
を
行
う
。
こ
れ

は
い
ず
れ
か
の
時
点
で
固
定
資
産

税
の
計
算
を
誤
っ
た
場
合
、
そ
れ

以
降
の
計
算
に
お
い
て
も
そ
の
ミ

ス
が
引
き
継
が
れ
て
し
ま
う
と
い

う
こ
と
を
意
味
す
る
。

前
述
の
新
聞
報
道
さ
れ
た
個
別

の
還
付
事
案
に
お
い
て
も
長
期
に

わ
た
っ
て
課
税
ミ
ス
の
事
実
が
見

過
ご
さ
れ
て
き
た
。
自
治
体
ま
た

は
納
税
者
が
課
税
ミ
ス
に
気
づ
か

な
い
限
り
、
納
税
者
は
過
度
な
固

定
資
産
税
を
毎
年
、
負
担
し
続
け

る
こ
と
に
な
る
。

 ⑵　

過
大
に
支
払
っ
た
固
定

資
産
税
の
全
額
が
返
還
さ

れ
る
と
は
限
ら
な
い

課
税
ミ
ス
の
結
果
、
過
大
に
固

定
資
産
税
を
徴
収
さ
れ
た
場
合
、
納
税
者

と
し
て
は
当
然
、
払
い
過
ぎ
た
固
定
資
産

税
の
全
額
が
返
還
さ
れ
る
と
考
え
る
で
あ

ろ
う
。
し
か
し
、
法
律
上
も
実
務
上
も
そ

の
よ
う
な
結
論
と
は
な
っ
て
い
な
い
。

課
税
ミ
ス
の
事
実
が
判
明
し
た
場
合
、

地
方
税
法
で
は
過
去
５
年
間
に
限
っ
て
過

大
に
支
払
っ
た
固
定
資
産
税
が
返
還
さ
れ

る（
地
方
税
法
18
の
３
）。
そ
れ
よ
り
以
前

に
過
大
に
支
払
っ
た
固
定
資
産
税
の
返
還

を
求
め
る
場
合
、
法
律
上
は
、
自
治
体
に

対
し
て
国
家
賠
償
請
求
を
す
る
ほ
か
な

い
。
こ
の
場
合
、
自
治
体
職
員
の「
過
失
」

を
納
税
者
が
立
証
し
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、

し
か
も
、
最
大
で
も
過
去
20
年
間
に
過
大

に
支
払
っ
た
固
定
資
産
税
の
返
還
を
求
め

る
こ
と
が
で
き
る
に
と
ど
ま
る（
国
家
賠

償
法
４
、
民
法
724
二
）。

も
っ
と
も
、
自
治
体
が
一
方
的
に
課
税

ミ
ス
を
し
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
納
税
者

に
立
証
責
任
を
課
す
の
は
酷
と
も
い
え
る

た
め
、
多
く
の
自
治
体
で
は
過
去
20
年
間

に
過
大
に
支
払
っ
た
固
定
資
産
税
相
当
額

を
返
還
す
る
旨
の
要
綱
を
定
め
て
い
る
。

た
だ
し
、
納
税
者
が
過
去
に
固
定
資
産

税
を
納
付
し
た
こ
と
を
裏
づ
け
る
資
料

（
た
と
え
ば
、
領
収
印
の
押
さ
れ
た
納
税

通
知
書
）を
提
出
し
な
い
限
り
、
返
還
を

認
め
な
い
自
治
体
も
あ
る
。

以
上
の
と
お
り
、
課
税
ミ
ス
が
生
じ
た

場
合
、
地
方
税
法
に
基
づ
い
て
過
去
５
年

間
に
過
大
に
支
払
っ
た
固
定
資
産
税
が
還

付
さ
れ
る
。
し
か
し
、
そ
れ
を
超
え
る
還

付
は
、
必
ず
し
も
認
め
ら
れ
る
と
は
限
ら

な
い
。
課
税
ミ
ス
が
数
十
年
に
わ
た
っ
て

続
い
て
い
た
と
し
て
も
、
わ
ず
か
５
年
分

の
還
付
に
と
ど
ま
る
可
能
性
が
あ
る
。

固
定
資
産
税
の
課
税
ミ
ス

の
要
因

固
定
資
産
税
は
、
固
定
資
産
の
価
格
に

税
率（
標
準
税
率
１
・
４
％
）を
乗
じ
る
こ

と
で
計
算
さ
れ
る
。
そ
し
て
、
固
定
資
産

の
価
格
は
、
総
務
省
の
定
め
る「
固
定
資

産
評
価
基
準
」に
基
づ
い
て
決
定
さ
れ
る

（
地
方
税
法
403
①
）。

土
地
の
固
定
資
産
税
、
家
屋
の
固
定
資

産
税
と
も
に
最
も
多
い
課
税
ミ
ス
の
要
因

は
、
固
定
資
産
の
価
格
の
評
価
ミ
ス
で
あ

り
、
図
表
２
の
と
お
り
、
課
税
ミ
ス
の
総

数
の
約
３
割
を
占
め
る
。
そ
こ
で
、
次
よ

り
土
地
、
家
屋
の
価
格
の
評
価
ミ
ス
に
つ

い
て
解
説
を
行
う
。

土
地
の
価
格
の
評
価
ミ
ス

⑴　
土
地
の
価
格
の
計
算
方
法

「
固
定
資
産
評
価
基
準
」で
は
、
土
地
の

（図表１）　新聞報道された還付事案
報道年 市町村 概要 還付金等

2015年 静岡市 競輪場の駐車場の用途変更の際、路線価を誤認定。所有者109名から20年間の
過大徴収⑴。 約3億3,600万円

2016年 館山市 課税台帳に「539万円」と入力すべきところ、「1390万円」と誤入力。14年間の過
大徴収⑵。 約1億4,000万円

2017年 武蔵野市 家屋全体を鉄骨鉄筋コンクリート造と誤認定。18年間の過大徴収⑶。 約2億6,000万円 

2017年 印西市 鉄骨造ではなく、鉄骨鉄筋コンクリート造と誤認定。21年間の過大徴収⑷。 約3億円

2020年 大阪市 家屋の基礎部分の杭を違法に過大評価。約1万戸の家屋が対象になる見込み⑸。 約71億円

⑴　平成27年10月31日付け朝日新聞朝刊
⑵　平成28年11月26日付け千葉日報
⑶　平成29年8月8日付け東京新聞朝刊
⑷　平成29年11月14日付け朝日新聞朝刊
⑸　令和2年6月30日付け大阪市報道発表資料「固定資産税・都市計画税に係る損害賠償請求訴訟の結果と今後の対応について（第2報）」

定
資
産
税
、過
払
い
頻
発
―
評
価
方
式
、煩
雑
で
ミ
ス
、18

年
度
、23
区
・
政
令
市
払
い
戻
し
14
万
件（
エ
コ
ノ
フ
ォ
ー

カ
ス
）」
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国
地
価
マ
ッ
プ
」に
て
ウ
ェ
ブ
上
で
公
開

し
て
い
る
。

⑵　
評
価
ミ
ス
の
起
こ
り
や
す
い
宅

地評
価
ミ
ス
は
、
特
殊
な
形
状
、
要
因
の

あ
る
宅
地
で
起
こ
り
や
す
い
。

宅
地
の
形
状
が
不
整
形
な
土
地
、
道
路

に
接
し
て
い
な
い
土
地
、
間
口（
道
路
に

接
す
る
部
分
）が
狭
い
土
地
、
奥
行（
道
路

か
ら
の
距
離
）が
長
い
土
地
、
傾
斜
が
急

な
た
め
通
常
の
利
用
が
で
き
な
い
部
分
を

含
む
土
地
に
つ
い
て
は
、
一
定
の
減
価
が

行
わ
れ
る（
固
定
資
産
評
価
基
準
第
１
章

別
表
第
３「
画
地
計
算
法
」７
）。

ま
た
、
図
表
３
の
よ
う
な
特
殊
な
要
因

の
あ
る
土
地
に
つ
い
て
は
、
実
務
上
、「
所

要
の
補
正
」と
し
て
一
定
の
減
価
が
さ
れ

る
こ
と
が
多
い
⑶
。
た
だ
し
、
減
価
要
因

は
自
治
体
ご
と
に
異
な
る
た
め
、
図
表
３

の
よ
う
な
要
因
が
あ
っ
て
も
減
価
さ
れ
な

い
こ
と
も
あ
り
、
ま
た
、
図
表
３
以
外
の

要
因
に
よ
っ
て
減
価
さ
れ
る
こ
と
も
あ

る
。こ

の
よ
う
な
特
殊
な
形
状
、
要
因
の
あ

る
宅
地
に
つ
い
て
は
、
そ
れ
以
外
の
宅
地

に
比
べ
、
評
価
ミ
ス
が
起
こ
り
や

す
い
。
あ
る
年
を
境
に
、
あ
る
宅

地
に
つ
い
て
、
こ
の
よ
う
な
減
価

要
因
が
生
じ
る
こ
と
が
あ
る
が

（
た
と
え
ば
、
土
地
の
合
筆
、
分

筆
に
よ
る
宅
地
の
形
状
変
更
、
周

辺
施
設
の
開
発
、
都
市
計
画
決
定

な
ど
）、
自
治
体
が
そ
の
よ
う
な

減
価
要
因
の
発
生
に
気
づ
か
ず
、

ま
た
は
気
づ
い
た
も
の
の
、
宅
地

の
価
格
に
反
映
す
る
こ
と
を
怠

り
、
本
来
す
べ
き
宅
地
の
減
価
が

な
さ
れ
な
い
こ
と
が
あ
る
。

こ
の
場
合
、
そ
の
分
だ
け
そ
の

宅
地
は
本
来
の
価
格
よ
り
も
高
く

評
価
さ
れ
て
し
ま
う
た
め
、
固
定

資
産
税
の
税
額
も
過
大
と
な
る
。

（図表３）　減価されることの多い宅地

①　接面道路との高低差のある宅地

②　接面道路の幅員の狭い宅地

③　接面道路と土地との間に用排水路等のある宅地

④　接面道路に歩道橋が設置されている宅地

⑤　新幹線、在来線、空港、高速道路等に近隣する宅地

⑥　土砂災害防止法等の規制区域内の宅地

⑦　地下鉄、公共下水道等の地下阻害物のある宅地

⑧　建築基準法上の規制のある宅地

⑨　高圧線下の宅地

⑩　都市計画予定地を含む宅地

（図表２）　課税ミスの要因
土地 家屋

①　課税・非課税認定の修正 7.5% 1.4%
②　新増築家屋の未反映 — 20.6%
③　家屋滅失の未反映 — 23.6%
④　現況地目の修正 15.8% —
⑤　課税地積・床面積の修正 3.1% 2.9%
⑥　評価額の修正 29.9% 29.7%
⑦　負担調整措置・特例措置の適用の修正 22.9% 1.9%
⑧　納税義務者の修正 15.2% 13.4%
⑨　その他 5.6% 6.4%

（出所）　平成24年８月28日付け、総務省「固定資産税及び都市計画税に係る税額修正の状況調査結果」より

地
目（
田
、
畑
、
宅
地
、
鉱
泉
地
、
池
沼
、

山
林
、
牧
場
、
原
野
、
雑
種
地
）ご
と
に

評
価
方
法
を
定
め
て
い
る
。
こ
の
う
ち
企

業
が
保
有
す
る
土
地
で
、
か
つ
、
固
定
資

産
税
が
多
額
に
な
る
の
は
、
市
街
地
に
あ

る
宅
地（
建
物
の
敷
地
）で
あ
り
、
こ
れ
は

「
市
街
地
宅
地
評
価
法
」に
基
づ
い
て
評
価

さ
れ
る
。

「
市
街
地
宅
地
評
価
法
」で
は
、
次
の
プ

ロ
セ
ス
を
経
て
各
筆
の
宅
地
の
価
格（
評

点
数
）を
計
算
す
る
。

⑴　

宅
地
を
商
業
地
区
、住
宅
地
区
、工

業
地
区
、観
光
地
区
等
に
区
分
す
る
。

⑵　
各
地
区
を
街
路
の
状
況
、交
通
機
関

等
の
接
近
状
況
、家
屋
の
疎
密
度
等
を

考
慮
し
、さ
ら
に
小
さ
な
状
況
類
似
地

域
に
区
分
す
る
。

⑶　
状
況
類
似
地
域
ご
と
に
そ
の
主
要
な

街
路
に
沿
接
す
る
宅
地
か
ら
標
準
宅
地

を
選
定
す
る
。

⑷　
不
動
産
鑑
定
士
の
鑑
定
を
も
と
に
標

準
宅
地
の
適
正
な
時
価
を
求
め
る
。

⑸　
標
準
宅
地
の
適
正
な
時
価
を
も
と
に

主
要
な
街
路
に
路
線
価
を
付
設
す
る
。

⑹　
主
要
な
街
路
と
の
価
格
形
成
要
因
、

す
な
わ
ち
、街
路
条
件
、交
通・接
近
条

件
、環
境
条
件
、行
政
的
条
件
の
相
違

に
応
じ
て
、そ
の
他
の
街
路
の
路
線
価

を
付
設
す
る
。

⑺　
各
筆
の
宅
地
に
つ
い
て
路
線
価
を
基

礎
に
、「
画
地
計
算
法
」（
固
定
資
産
評
価

基
準
第
１
章
別
表
第
３
）を
適
用
し
て

評
点
数
を
付
設
す
る
。

前
記
の
プ
ロ
セ
ス
の
イ
メ
ー
ジ
は
、
た

と
え
ば
、
東
京
都
主
税
局
作
成
の「
宅
地

の
評
価
方
法
」が
参
考
に
な
る
。
ま
た
、

一
般
財
団
法
人
資
産
評
価
シ
ス
テ
ム
研
究

セ
ン
タ
ー
は
、
各
地
域
の
路
線
価
を「
全
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自
治
体
は
、
毎
年
、
無
数
に
あ
る
宅
地
の

周
囲
の
環
境
状
況
、
法
令
の
適
用
状
況
を

確
認
の
う
え
、
こ
れ
を
宅
地
の
価
格
に
反

映
さ
せ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
し
か
し
、

こ
れ
を
ミ
ス
な
く
行
う
の
は
相
当
困
難
で

あ
る
と
思
わ
れ
る
。

⑶　

固
定
資
産
税
務
研
究
会
編『
固
定
資
産
評
価
基
準
解
説

（
土
地
篇
）』（
地
方
財
務
協
会
、２
０
１
８
年
）第
２
章
第
４

節
Ⅴ（
２
８
６
～
２
８
７
頁
）

⑶　
評
価
ミ
ス
の
検
証
方
法

宅
地
の
減
価
要
因
は
、
自
治
体
ご
と
に

異
な
る
た
め
、
こ
の
点
は
宅
地
の
所
在
す

る
自
治
体
に
確
認
す
る
必
要
が
あ
る
。
自

治
体
に
よ
っ
て
は
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
公

開
し
て
い
る
場
合
も
あ
れ
ば
、「
土
地
評
価

事
務
取
扱
要
領
」と
い
っ
た
資
料
を
作
成

し
、
内
部
で
運
用
す
る
に
と
ど
め
て
い
る

場
合
も
あ
る
。

自
治
体
に
よ
る
現
在
の
宅
地
の
評
価
結

果
は
、
そ
の
所
有
者
が
自
治
体
に
対
し
て

宅
地
の「
評
価
調
書
」（
地
方
税
法
409
④
）を

請
求
す
る
こ
と
で
確
認
す
る
こ
と
が
で
き

る
。「
評
価
調
書
」を
得
る
こ
と
で
、
現
在
、

自
治
体
が
採
用
し
て
い
る
減
価
要
因
を
把

握
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

自
治
体
が
本
来
、
採
用
す
べ
き
減
価
要

因
、
現
在
の
宅
地
の
評
価
結
果
、
宅
地
の

状
況（
周
囲
の
環
境
、
法
令
等
）を
突
き
合

わ
せ
る
こ
と
で
、
適
正
に
土
地
の
評
価
が

な
さ
れ
て
い
る
か
を
検
証
す
る
こ
と
が
で

き
る
。

家
屋
の
価
格
の
評
価
ミ
ス

⑴　
家
屋
の
価
格
の
計
算
方
法

「
固
定
資
産
評
価
基
準
」で
は
、
家
屋
の

評
価
は
再
建
築
価
格
方
式
に
よ
っ
て
行
う

も
の
と
し
て
い
る
。
再
建
築
価
格
方
式
と

は
、評
価
時
に
お
い
て
当
該
家
屋
を
再
度
、

建
築
し
た
と
仮
定
し
た
場
合
に
通
常
必
要

と
な
る
建
築
費
を
求
め
、
こ
れ
に
建
築
時

か
ら
の
経
過
年
数
、
損
耗
の
程
度
等
に
よ

る
減
価
を
考
慮
し
て
評
価
を
行
う
も
の
で

あ
る
。
企
業
が
通
常
、
保
有
す
る
非
木
造

家
屋（
鉄
骨
鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
造
、
鉄

筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
造
、
鉄
骨
造
等
）に
つ

い
て
は
、
次
の
部
分
ご
と
に
建
築
費
を
計

算
す
る（
固
定
資
産
評
価
基
準
第
２
章
第

３
節
二
３
）。

①　
躯
体（
主
体
構
造
部
、基
礎
工
事
、外

周
壁
骨
組
、間
仕
切
骨
組
）

②　
仕
上（
外
壁
仕
上
、内
壁
仕
上
、床
仕

上
、天
井
仕
上
、屋
根
仕
上
）

③　
設
備
等（
建
具
、特
殊
設
備
、建
築
設

備
、仮
設
工
事
、そ
の
他
工
事
）

た
と
え
ば
、
家
屋
の
主
体
構
造
部（
基

礎
、
柱
、
梁
、
壁
体
、
床
版
、
小
屋
組
、

屋
根
版
、
階
段
等
、
家
屋
の
主
体
と
な
る

構
造
部
分
）は
、
当
該
家
屋
に
使
用
さ
れ

て
い
る
資
材
の
種
類
と
数
量
を
図
表
４
に

あ
て
は
め
る
こ
と
で
、
そ
の
建
築
費（
評

点
数
）を
算
出
す
る
。

当
該
家
屋
に
使
用
さ
れ
て
い
る
資
材
の

評点項目 標準評点数

鉄骨（1トン当たり） 228,580

鉄骨（1トン当たり）（錆止め塗装がなされているもの） 247,390

鉄骨（1トン当たり）（亜鉛めっき加工がなされているもの） 294,580

耐火被覆（1平方メートル
当たり）

特 塗装工法 11,200

上 成形板張工法 3,570

中 巻付工法 2,050

並 吹付工法 940

鉄筋（1トン当たり） 上 244,100

～以下略～

（図表５）　躯体積算細目内訳書（一部抜粋）

名称 規格・
仕様 数量 単位 単価 金額

4.躯体

4.1基礎躯体

4.1.1鉄筋

異形鉄筋 100 ｔ 55,000 5,500,000

運搬費 100 〃 1,000 100,000

加工組立 100 〃 40,000 4,000,000

4.1.2コンクリート

基礎コンクリート 500 ㎥ 13,000 6,500,000

コンクリート打設手間 500 ㎥ 500 250,000

ポンプ圧送 1 式 300,000 300,000

（出所）　固定資産評価基準第２章（家屋）別表１２の２をもとに筆者作成

（図表４）　単位当たり標準評点数　

実務解説
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種
類
と
数
量
を
把
握
す
る
た
め
に
有
用
な

資
料
が「
内
訳
書
」で
あ
る
。
家
屋
を
建
築

す
る
際
に
は
、
あ
ら
か
じ
め
そ
の
建
築
コ

ス
ト
を
把
握
す
る
た
め
、「
建
築
数
量
積
算

基
準
」に
基
づ
い
て
各
工
事
に
必
要
な
部

材
の
種
類
と
数
量
を
計
算
し
、
こ
れ
を
も

と
に「
内
訳
書
」と
い
う
文
書
が
作
成
さ
れ

る
。
た
と
え
ば
、
部
分
別
内
訳
書
で
は
躯

体
部
分
に
つ
い
て
図
表
５
の
よ
う
な
記
載

が
な
さ
れ
る
。

ま
た
、
建
築
費
を
計
算
す
る
際
に
は
、

内
訳
書
だ
け
で
な
く
、
各
種
の
図
面
の
読

み
取
り
も
必
要
に
な
る
。
た
と
え
ば
、
空

調
設
備
や
防
災
設
備
の
建
築
費
を
計
算
す

る
た
め
に
は
、
こ
れ
ら
の
設
備
が
効
用
を

及
ぼ
す
と
想
定
さ
れ
る
範
囲
の
床
面
積
を

把
握
す
る
必
要
が
あ
る
。
こ
れ
は
主
と
し

て
設
備
関
係
の
竣
工
図
か
ら
確
認
す
る
こ

と
が
で
き
る
。

以
上
の
と
お
り
、
非
木
造
家
屋
の
建
築

費
は
、
内
訳
書
や
各
種
図
面
か
ら
当
該
家

屋
に
使
用
さ
れ
て
い
る
資
材
や
設
備
等
の

種
類
、
数
量
、
使
用
面
積
を
把
握
し
、
こ

れ
を
固
定
資
産
評
価
基
準
に
あ
て
は
め
る

こ
と
で
算
出
さ
れ
る
。

⑵　
評
価
ミ
ス
の
起
こ
り
や
す
い
家

屋評
価
ミ
ス
の
起
こ
り
や
す
い
家
屋
は
、

次
の
要
件
を
い
ず
れ
も
満
た
す
家
屋
と
考

え
ら
れ
る
。

①　
建
物
の
種
類
：
オ
フ
ィ
ス
ビ
ル
、ホ

テ
ル
、シ
ョッ
ピ
ン
グ
モ
ー
ル
、工
場
、倉

庫
な
ど

②　
建
築
コ
ス
ト
：
１
棟
当
た
り
10
億
円

以
上

③　
建
築
年
度
：
昭
和
56
年
以
降

ま
ず
、
オ
フ
ィ
ス
ビ
ル
、
ホ
テ
ル
、

シ
ョ
ッ
ピ
ン
グ
モ
ー
ル
、
工
場
、
倉
庫
な

ど
は
、
構
造
や
設
備
の
点
で
施
主
の
意
向

が
強
く
反
映
さ
れ
た
１
点
も
の
の
建
物
に

な
る
傾
向
が
強
い
。
こ
の
場
合
、
自
治
体

が
当
該
家
屋
の
評
価
を
行
う
際
、
い
わ
ゆ

る
評
価
の「
お
手
本
」に
な
る
家
屋
が
他
に

存
在
し
な
い
た
め
、
資
材
や
設
備
を
資
料

か
ら
読
み
取
る
際
に
ミ
ス
が
生
じ
や
す

い
。ま

た
、
１
棟
当
た
り
の
建
築
コ
ス
ト
が

10
億
円
を
超
え
る
よ
う
な
大
規
模
な
家
屋

と
な
る
と
、
使
用
さ
れ
て
い
る
資
材
や
設

備
の
種
類
、
数
量
も
格
段
に
増
え
る
。
そ

れ
に
伴
い
、
内
訳
書
や
各
種
図
面
も
複
雑

化
し
、
分
量
そ
れ
自
体
も
増
え
る
た
め
、

資
材
や
設
備
を
正
確
に
読
み
取
る
こ
と
が

さ
ら
に
難
し
く
な
る
。

そ
し
て
、
現
行
の「
固
定
資
産
評
価
基

準
」と
同
等
の
評
価
基
準
は
昭
和
56
年
頃

に
整
備
さ
れ
た
た
め
、「
固
定
資
産
評
価
基

準
」に
基
づ
く
評
価
ミ
ス
の
指
摘
は
、
基

本
的
に
は
昭
和
56
年
以
降
に
建
築
さ
れ
た

家
屋
に
限
っ
て
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

⑶　
評
価
ミ
ス
の
検
証
方
法

内
訳
書
や
各
種
図
面
か
ら
当
該
家
屋
に

使
用
さ
れ
て
い
る
資
材
や
設
備
等
の
種

類
、
数
量
、
使
用
面
積
を
把
握
し
、
自
治

体
の
判
断
と
相
違
な
い
か
を
確
認
す
る
。

自
治
体
の
判
断
は
、
当
該
家
屋
の
所
有
者

が
、
自
治
体
に
対
し
て
家
屋
の「
評
価
調

書
」（
地
方
税
法
409
④
）を
請
求
す
る
こ
と

で
確
認
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
も
っ
と

も
、
内
訳
書
や
各
種
図
面
か
ら
、
当
該
家

屋
に
使
用
さ
れ
て
い
る
資
材
や
設
備
等
の

種
類
、
数
量
、
使
用
面
積
を
正
確
に
把
握

す
る
た
め
に
は
、
最
低
で
も
一
級
建
築
士

に
相
当
す
る
建
築
に
関
す
る
知
見
が
必
要

で
あ
る
。

評
価
ミ
ス
を
み
つ
け
た

場
合
の
対
応
方
法

⑴　
交　
渉

自
治
体
に
対
し
て
評
価
ミ
ス
を
指
摘

し
、
固
定
資
産
の
価
格
の
修
正
お
よ
び
過

去
に
過
大
に
支
払
っ
た
固
定
資
産
税
の
還

付
を
求
め
る
交
渉
を
行
う
。そ
の
際
に
は
、

評
価
ミ
ス
を
裏
づ
け
る
証
拠
の
提
出
が
必

要
と
な
る
。

⑵　
審
査
申
出

交
渉
が
功
を
奏
し
な
い
場
合
に
は
、
各

自
治
体
に
設
置
さ
れ
た「
固
定
資
産
評
価

審
査
委
員
会
」に
対
し
審
査
申
出
を
行
う

こ
と
を
検
討
す
る
。
た
だ
し
、
審
査
申
出

は
、
基
本
的
に
は
３
年
に
１
回
の
固
定
資

産
の
評
価
替
え
の
年
で
、
か
つ
、
納
税
通

知
書
の
交
付
を
受
け
て
か
ら
３
カ
月
以
内

に
行
う
必
要
が
あ
る（
地
方
税
法
432
①
）。

次
回
の
評
価
替
え
の
年
は
２
０
２
１
年
で

あ
る
。

⑶　
訴　
訟

審
査
申
出
の
結
果
、「
固
定
資
産
評
価
審

査
委
員
会
」か
ら
棄
却
の
決
定
を
受
け
た

場
合
に
は
、
当
該
決
定
が
あ
っ
た
こ
と
を

知
っ
た
日
か
ら
６
カ
月
以
内
に
当
該
決
定

の
取
消
を
求
め
て
出
訴
す
る
こ
と
が
で
き

る
。
裏
を
返
す
と
、
３
年
に
１
度
の
審
査

申
出
を
経
な
け
れ
ば
、
固
定
資
産
の
価
格

に
つ
い
て
訴
訟
を
提
起
す
る
こ
と
は
で
き

な
い
。

な
お
、
審
査
申
出
お
よ
び
決
定
の
取
消

訴
訟
を
経
ず
と
も
、
過
大
に
支
払
っ
た
固

定
資
産
税
相
当
額
を
損
害
と
し
て
、
国
家

賠
償
請
求
訴
訟
を
提
起
す
る
こ
と
も
可
能

で
あ
る（
最
高
裁
平
成
22
年
６
月
３
日
判

決
）。
し
か
し
、
納
税
者
が
自
治
体
職
員
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の「
過
失
」を
立
証
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

と
い
う
ハ
ー
ド
ル
が
あ
る
。

外
部
専
門
家
へ
の
相
談

土
地
、
家
屋
の
評
価
ミ
ス
の
検
証
方
法

や
評
価
ミ
ス
を
み
つ
け
た
場
合
の
対
応
方

法
に
つ
い
て
は
前
記
の
と
お
り
で
あ
る

が
、
納
税
者
自
身
が
こ
れ
を
行
う
の
は
困

難
と
い
わ
ざ
る
を
得
な
い
。
法
人
税
や
消

費
税
の
申
告
の
際
、
税
理
士
の
力
を
借
り

る
よ
う
に
、
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
も
外

部
専
門
家
に
助
力
を
仰
ぐ
必
要
が
あ
る
。

外
部
専
門
家
に
助
力
を
仰
ぐ
際
に
留
意
す

べ
き
点
は
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

⑴　
誰
に
助
力
を
仰
ぐ
べ
き
か

家
屋
の
評
価
ミ
ス
の
有
無
を
検
証
す
る

に
は
、
最
低
で
も
一
級
建
築
士
に
相
当
す

る
建
築
に
関
す
る
知
見
が
必
要
で
あ
る
。

こ
の
よ
う
な
ニ
ー
ズ
を
踏
ま
え
、
一
級
建

築
士
が
主
体
と
な
っ
て
、
家
屋
の
評
価
ミ

ス
の
検
証
を
事
業
と
し
て
行
う
会
社
が
あ

る（
以
下
、「
調
査
会
社
」と
い
う
）。

調
査
会
社
の
な
か
に
は
、
家
屋
だ
け
で

な
く
、
土
地
の
評
価
ミ
ス
の
検
証
も
事
業

と
し
て
行
っ
て
い
る
会
社
も
あ
る
。
土
地

や
家
屋
の
評
価
ミ
ス
を
裏
づ
け
る
事
実
の

調
査
に
つ
い
て
は
、
一
般
的
に
は
、
専
門

の
調
査
会
社
が
長
け
て
い
る
。

他
方
で
、
自
治
体
に
対
し
て
納
税
者
を

代
理
し
て
固
定
資
産
税
の
課
税
ミ
ス
を
指

摘
し
、
過
大
に
支
払
っ
た
固
定
資
産
税
の

還
付
を
求
め
る
行
為
は
、
法
律
上
、
弁
護

士
ま
た
は
税
理
士
し
か
行
う
こ
と
が
で
き

な
い（
弁
護
士
法
72
、
税
理
士
法
52
）。
ま

た
、
自
治
体
と
の
交
渉
や
審
査
申
出
、
訴

訟
を
進
め
る
際
に
は
、
地
方
税
法
や
行
政

法
、
過
去
の
固
定
資
産
税
に
関
す
る
判
例

を
踏
ま
え
る
必
要
が
あ
る
。
そ
こ
で
、
調

査
会
社
に
加
え
、
弁
護
士
ま
た
は
税
理
士

に
助
力
を
仰
ぐ
こ
と
も
必
要
に
な
る
。

⑵　
追
徴
課
税
の
リ
ス
ク
へ
の
対
応

自
治
体
か
ら
過
小
に
評
価
さ
れ
て
い
る

土
地
、
家
屋
も
存
在
す
る
⑷
。
過
小
に
評

価
さ
れ
て
い
る
土
地
、
家
屋
に
関
し
、
自

治
体
に
対
し
て「
評
価
調
書
」の
請
求
を
行

う
な
ど
の
対
応
を
行
え
ば
、
評
価
ミ
ス
に

気
づ
い
た
自
治
体
が
過
去
５
年
分
の
追
徴

課
税
を
す
る
可
能
性
も
な
い
と
は
い
い
切

れ
な
い
。
そ
こ
で
、
外
部
専
門
家
に
相
談

す
る
際
に
は
、
追
徴
課
税
の
リ
ス
ク
を
最

小
化
す
る
た
め
に
ど
の
よ
う
な
方
策
を

と
っ
て
い
る
か
確
認
す
る
必
要
が
あ
る
。

⑷　

前
掲
注
⑴

⑶　
報
酬
体
系

す
べ
て
の
土
地
、
家
屋
が
過
大
に
評
価

さ
れ
て
い
る
わ
け
で
は
な
い
た
め
、
外
部

山田　重則（やまだ・しげのり）
鳥飼総合法律事務所　弁護士
一橋大学法学部卒業、早稲田大学大学院法務
研究科修了。
企業が過大に支払った固定資産税の還付請求
業務に従事、自治体との交渉や審査申出、取
消訴訟の代理を行っている。

専
門
家
に
助
力
を
仰
い
だ
も
の
の
、
固
定

資
産
税
の
還
付
と
い
う
結
論
と
は
な
ら
な

い
こ
と
も
あ
る
。
そ
こ
で
、
外
部
専
門
家

に
助
力
を
仰
ぐ
際
は
、
そ
の
報
酬
体
系
に

つ
い
て
確
認
す
る
必
要
が
あ
る
。
自
治
体

か
ら
固
定
資
産
税
の
還
付
が
あ
っ
た
場
合

に
限
り
、
報
酬
が
発
生
す
る
成
功
報
酬
体

系
を
採
用
す
る
と
こ
ろ
が
多
い
が
、
還
付

の
有
無
に
か
か
わ
ら
ず
一
定
の
報
酬
が
必

ず
発
生
す
る
と
こ
ろ
も
あ
る
。

総
　
括

現
行
制
度
上
、
固
定
資
産
の
価
格
の
計

算
過
程
は
納
税
者
が
請
求
し
な
い
限
り
、

納
税
者
に
知
ら
さ
れ
る
こ
と
は
な
い
。
固

定
資
産
税
に
お
い
て
は
、
法
人
税
等
の
申

告
税
の
よ
う
に
納
税
者
と
課
税
庁
の
双
方

が
確
認
す
る
と
い
う
し
く
み
が
採
用
さ
れ

て
い
な
い
た
め
、
納
税
者
も
自
治
体
も
長

期
間
、
課
税
ミ
ス
の
事
実
に
気
づ
か
な
い

こ
と
も
多
い
。

ま
た
、
課
税
ミ
ス
の
事
実
に
気
づ
い
た

と
し
て
も
そ
れ
ま
で
に
過
大
に
支
払
っ
た

固
定
資
産
税
の
全
額
が
返
っ
て
く
る
と
は

限
ら
な
い
。
し
か
し
、
近
年
、
裁
判
所
の

判
断
も
増
え
て
き
た
こ
と
も
あ
り
、
納
税

者
が
自
治
体
か
ら
払
い
過
ぎ
た
固
定
資
産

税
を
取
り
戻
せ
る
土
壌
が
よ
う
や
く
整
っ

て
き
た
よ
う
に
感
じ
ら
れ
る
。

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
拡
大

に
よ
る
業
績
悪
化
に
直
面
し
、
費
用
の
削

減
に
迫
ら
れ
て
い
る
企
業
と
し
て
は
、
こ

れ
を
契
機
と
し
て
、
固
定
費
と
し
て
発
生

す
る
固
定
資
産
税
の
適
正
性
に
つ
い
て
、

納
税
者
自
ら
が
検
証
す
る
こ
と
も
有
効
な

選
択
肢
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。

実務解説


